
こども基本法と他県の条例の状況（項目）
こども基本法 秋田県子ども・子育て支援条例 長野県の未来を担う子どもの支援に関する条例 東京都こども基本条例

R5.4.1施行 H18.9.29施行 H26.7.10施行 R3.4.1施行

第一章　総則

目的・定義・基本理念

第一条(目的) 第一条(目的) 第１条(目的) 第一条(目的)
第二条(定義) 第二条(定義) 第２条(定義) 第二条(定義)
第三条(基本理念) 第三条(基本理念) 第３条(基本理念) 第三条(基本理念)

責務・役割等

第四条(国の責務) 第四条(県の責務) 第４条(県の役割)
第五条(地方公共団体の責務) 第五条(事業者等の責務) 第５条(保護者の役割)
第六条(事業主の努力) 第六条(子ども・子育て支援活動団体の責務) 第６条(学校関係者等の役割)
第七条(国民の努力) 第七条(県民の責務) 第７条(事業者の役割)

第８条(県民の役割)

年次報告

第八条(年次報告) 第十六条(年次報告) 第20条(施策の実施状況等の公表)

第二章　基本的施策

計画

第九条(こども施策に関する大綱) 第八条(基本計画) 第十五条(こどもに関する計画の策定)
第十条(都道府県こども計画等)

こども等の意見の反映

第十一条(こども施策に対するこども等の意見の反映) 第十一条(子どもの意見の尊重) 第十条(こどもの意見表明と施策への反映)

体制の整備・連携の確保等
第十二条(こども施策に係る支援の総合的かつ一体的な
提供のための体制の整備等)

第十四条(推進体制の整備) 第９条(市町村等との連携協力) 第十三条(こどもからの相談への対応)

第十三条(関係者相互の有機的な連携の確保等) 第10条(相談体制の充実) 第十六条(こども施策を総合的に推進する体制の整備)

第十四条(〃) 第16条(関係者による連携協力の推進)

周知・広報
第十五条(この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨
及び内容についての周知)

第十五条(啓発活動) 第17条(相談機関の周知等) 第十二条(こどもの権利の広報・啓発)

財政上の措置等

第十六条(こども施策の充実及び財政上の措置等) 第十七条(財政上の措置)

第三章　こども政策推進会議

会議等 (秋田県子どもの権利擁護委員会)
第十七条(設置及び所掌事務等) 第二十一条(設置及び所掌事務) 第19条(長野県子ども支援委員会)
第十八条(組織等) 第二十二条(組織及び委員の任期)
第十九条(資料提出の要求等) 第二十三条(委員長)
第二十条(政令への委任) 第二十四条(会議)

第二十五条(委任規定)

こどもの権利

第四条(こどもの権利)

こどもの権利の救済

第十二条(子どもの権利の救済) 第18条(人権侵害の救済) 第十四条(こどもの権利擁護)

その他施策等

第九条(県民等に対する支援) 第11条(社会参加の促進) 第五条(こどもにやさしい東京の実現)
第十条(職業生活と家庭生活との両立のための措置) 第12条(子どもが安心することができる場の整備) 第六条(こどもの安全安心の確保)
第十三条(教育の充実) 第13条(人権教育の充実) 第七条(こどもの遊び場、居場所づくり)
第十七条(市町村に対する協力) 第14条(保護者に対する支援) 第八条(こどもの学び、成長への支援)
第十八条(活動計画策定指針) 第15条(学校関係者等に対する支援) 第九条(子育て家庭、こどもに寄り添った多面的支援)
第十九条(子ども・子育て支援活動計画) 第21条(補則) 第十一条(こどもの参加の促進)
第二十条(表彰)

参考資料
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こども基本法と他県の条例の状況（項目）
こども基本法

R5.4.1施行

第一章　総則

目的・定義・基本理念

第一条(目的)
第二条(定義)
第三条(基本理念)

責務・役割等

第四条(国の責務)
第五条(地方公共団体の責務)
第六条(事業主の努力)
第七条(国民の努力)

年次報告

第八条(年次報告)

第二章　基本的施策

計画

第九条(こども施策に関する大綱)
第十条(都道府県こども計画等)

こども等の意見の反映

第十一条(こども施策に対するこども等の意見の反映)

体制の整備・連携の確保等
第十二条(こども施策に係る支援の総合的かつ一体的な
提供のための体制の整備等)

第十三条(関係者相互の有機的な連携の確保等)

第十四条(〃)

周知・広報
第十五条(この法律及び児童の権利に関する条約の趣旨
及び内容についての周知)

財政上の措置等

第十六条(こども施策の充実及び財政上の措置等)

第三章　こども政策推進会議

会議等
第十七条(設置及び所掌事務等)
第十八条(組織等)
第十九条(資料提出の要求等)
第二十条(政令への委任)

こどもの権利

こどもの権利の救済

その他施策等

やまなし子ども条例 徳島県こども未来応援条例 新潟県こども条例
R4.3.29施行 R6.3.19施行 R6.4.1施行

第１条(目的) 第一条(目的) 第１条(目的)
第２条(定義) 第二条(定義) 第２条(定義)
第３条(基本理念) 第三条(基本理念) 第３条(基本理念)

第４条(県の責務) 第４条(県の責務)
第５条(保護者の役割) 第６条(保護者の役割)
第６条(学校関係者等の役割) 第７条(学校関係者等の役割)
第７条(事業者の役割) 第８条(事業者の役割)
第８条(県民の役割) 第９条(民間団体の役割)

第10条(県民の役割)

第25条(推進体制と公表)※

第12条(計画の策定)

第17条(意見表明や参加の促進) 第四条(こどもの意見表明及び社会参加の促進並びに施
策の情報提供等)

第16条(こども等の意見の反映)

第９条(市町村等との連携協力) 第五条(こどもからの相談への対応) 第５条(市町村との連携協力)

第11条(相談体制の充実) 第13条(社会全体でこどもを支える取組の推進に向けた体
制整備)

第25条(推進体制と公表)※ 第17条(社会全体でこどもを支える取組の推進)

第12条(相談機関の周知等) 第九条(こどもの権利の広報、啓発等及び社会的気運の
醸成)

第15条(こどもの権利の尊重・擁護)※

第十条(財政上の措置) 第14条(財政上の措置)

第23条(子ども支援委員会)

第13条(人権教育の充実)※

第24条(権利侵害の救済) 第六条(こどもの権利擁護) 第15条(こどもの権利の尊重・擁護)※

第10条(社会参加の促進) 第七条(こどもの居場所づくり) 第11条(こどもの視点に立った情報の提供)
第13条(人権教育の充実)※ 第八条(困難な状況のこども及び子育て家庭への支援) 第18条(家庭でこどもを支える環境づくり)
第14条(保護者に対する支援) 第19条(職場で子育てを支える環境づくり)
第15条(学校関係者等に対する支援) 第20条(保育・教育でこどもを支える環境づくり)
第16条(関係機関への支援) 第21条(地域でこどもを支える環境づくり)
第18条(子どもの居場所)
第19条(情報の提供)
第20条(環境の保護等)
第21条(ヤングケアラーに対する支援)
第22条(ヤングケアラーの支援に関する推進計画)
第26条(補則)
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